
令和4年4月

　岡谷市では、地域の医療提供体制の充実を図ることを目的に、平成23年度から「医師養成課程

奨学金」を創設し、将来故郷に戻り、医師として働きたい方を支援しています。

　医学生を対象に、入学準備金120万円、月々の奨学金20万円を貸与します。卒業後は、市内医

療機関で医師として従事した場合、貸与期間と同一期間勤務（初期研修含む）していただくことで

貸与金全額が返済が免除となります。

　

岡谷市に生活の本拠を有し、引き続き１年以上居住していること又は

居住していたこと等

貸 与 期 間 貸与決定年度の4月から大学卒業年度の3月まで

貸 与 額 入学準備金120万円以内、奨学金 月額20万円以内

償還猶予期間：大学卒業後１０年間

　※卒業後、10年以内に市内医療機関に従事する意思がある方

市内医療機関において、貸与期間と同一期間医師として業務に従事

した場合、貸付額全額の返済を免除します。

　※1 入学準備金及び6年間の奨学金貸与を受けた場合　6年6月

　※２ 6年間の奨学金貸与を受けた場合　6年

　※3 卒業後10年以内に市内医療機関での従事を開始する必要があります

貸 与 休 止 休学、停学

貸 与 停 止 学業成績が著しく不良と認めるとき等

初期臨床研修 専門研修
（6年） （2年） （3年）

＜全額返済免除の例（奨学金のみ6年間の貸与を受けた場合）＞

医学部卒業 市内医療機関（2年） 市外医療機関（3年） 市内医療機関（4年以上）

医師免許取得 市外医療機関（2年） 市外医療機関（3年） 市内医療機関（6年以上）

※卒業後10年を超え、継続して市内医療機関に従事している間は猶予することができます。

●卒業後10年以内に市内医療機関に従事した場合、貸与額を一部免除します。

入学準備金：120万円

奨学金：月20万円 　奨学金を6年間貸与し、市内医療機関に3年間の勤務の場合は奨学金の50％免除

上限額：1,560万円

〒394-8510　長野県岡谷市幸町8-1

岡谷市教育委員会　教育総務課 教育企画担当

電話番号 0266-23-4811  FAX番号　0266-24-2755

メールアドレス：kyouiku@city.okaya.lg.jp

＜50％償還免除の場合＞

【問い合わせ先】

卒後10年以内に市内医療機関へ従事

勤　　務
(市内の医療機関）

　※償還免除額は、奨学金貸与期間と市内医療機関に従事した期間との按分した額を

　　 免除します。

岡谷市育英基金奨学金（医師養成課程）

医師を養成
する課程

償 還 免 除

償 還 猶 予

対 象 者

【大学在学時の６年間、医師養成課程奨学金の貸与を受けた場合】
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◎ 臨床研修を市内医療機関において受けた場合、臨床研修の期間を「市内の医療

　　機関において医師として従事する期間」のうちに含めることとしました。

【改正前】

通算しない 通算しない

【改正後】

通算しない

◎ 医師として業務に従事する期間の開始日を「学校卒業後１０年以内」としました。

【改正前】

【改正後】

卒後10年以内に市内医療機関で従事を開始する

在学期間

償還免除の条件となる従事期間に通算する

在学期間 臨床研修期間
（最長2年）

医師として従事する期間

償還免除の条件となる従事期間に通算する

岡谷市育英基金奨学金 医師養成課程奨学金

在学期間 臨床研修期間
（最長2年）

医師として従事する期間
（専門研修の期間を含む）

令和４年４月1日から制度を改正しました。
　　　　　主な改正内容は以下のとおりです。

在学期間 臨床研修期間
（最長2年）

医師として従事する期間
（専門研修の期間を含む）

（卒業）

（卒業し・・・ 臨床研修を受けた語、直ちに従事する）

直ちに

（卒業）

（卒業）

医師として従事する期間10年以内



○岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例施行規則 

 

 (趣旨) 

第 1 条 この規則は、岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例(昭和 41 年岡谷

市条例第 3号。以下「条例」という。)に基づき、必要な事項を定めるものとする。 

(出願手続) 

第 2 条 資金の貸付を受けようとする者は、在学学校長又は出身学校長の推せんを受け、所

定の期日までに次の書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 奨学生願書(様式第 1号) 

(2) 奨学生推せん調書(様式第 2号) 

(3) その他必要な書類 

2 災害等により家計が急変したことにより、年度途中において資金の貸付を受けようとす

る者は、その都度前項に準じて書類を市長に提出しなければならない。 

(選考委員会) 

第 3 条 奨学生を選考するため、奨学生選考委員会(以下「選考委員会」という。)を置く。 

2 選考委員会は、10 人以内の委員をもって組織する。 

3 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 関係行政機関の職員 

(2) 教育長及び教育委員会の委員 

(3) 識見を有する者 

(任期) 

第 4 条 選考委員会の委員の任期は、2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

(委員長及び副委員長) 

第 5 条 選考委員会に、委員長及び副委員長を各 1人置き、委員が互選する。 

(任務) 

第 6 条 選考委員会の委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

2 選考委員会の副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代

行する。 

(会議) 

第 7 条 選考委員会は、委員長が招集する。 

(貸付の決定) 

第 8 条 条例第 7 条の規定により、市長が資金の貸付を決定したときは、奨学生決定通知

書(様式第 3号)により本人及び在学学校長へ通知する。 

(誓約書) 

第 9 条 奨学生は、連帯保証人及び保証人が連署した誓約書(様式第 4 号)を市長に提出し
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なければならない。 

2 前項の連帯保証人は奨学生の親権者又は後見人とし、保証人は岡谷市に居住し、かつ、

相当の資力を有し、独立した生計を営む成年者とする。ただし、市長が特別な事由がある

と認めたときは、この限りではない。 

(入学準備金及び奨学金の交付) 

第 10 条 入学準備金は、第 8条の貸付決定後本人に交付する。 

2 奨学金は、毎月交付する。ただし、市長が特別な事由があると認めたときは、この限り

ではない。 

(借用証書及び償還開始) 

第 11 条 奨学生が資金の全額を借り受けたときは、連帯保証人及び保証人が連署した育英

資金借用証書(様式第 5号)を市長に提出しなければならない。 

2 奨学生が退学し、又は資金を辞退し、若しくは停止されたときは、既に貸付を受けた資

金について、前項に準じて速やかに育英資金借用証書を市長に提出しなければならない。 

3 条例第 9条第 1項第 4号の規定による償還開始日は、卒業した月の 6月後とし、条例第

12 条に規定する償還開始日は、退学又は資金を辞退若しくは停止された月の 6 月後とす

る。 

(償還猶予) 

第 12 条 市長は、資金の貸付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の

期間その償還を猶予することができる。 

 (1) 大学(医師を養成する課程に限る。)を卒業し、10 年以内に市内の医療機関において

医師として業務に従事する意思がある者であって、卒業後 10 年を経過していないとき。 

 (2) 次条第 3項各号に定める期間、市内の医療機関において医師として業務に従事して

いるとき。 

2 前項の規定により、資金の償還猶予を希望する者は、償還猶予願(様式第 6号)を市長に

提出しなければならない。 

(償還免除) 

第 13 条 条例第 14 条の規定により、資金の償還免除を受けようとする者は、償還免除願

(様式第 7号)を市長に提出しなければならない。 

2 条例第 14 条第 2号の規定による償還免除額は、償還額の 25％とし、居住期間の計算は、

居住した日の属する月から転出した日の属する月までの月数とする。 

3 条例第 14 条第 3 号の規定による償還免除額は、資金の貸付を受けた者が市内の医療機

関において医師として業務に従事する期間の開始日時点の貸付残額とする。この場合に

おいて、従事する期間は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 入学準備金及び奨学金の貸付を受けた者が、医師法(昭和 23 年法律第 201 号)第 16

条の 2第 1項に規定する臨床研修を受けた後、医師として業務に従事したとき 



貸付期間に 6月を加えた期間 

(2) 奨学金の貸付を受けた者が、臨床研修を受けた後、医師として業務に従事したとき 

 貸付期間と同一期間 

4 前項に定める市内の医療機関において医師として業務に従事する期間の開始日は、大学

(医師を養成する課程に限る。)卒業後 10年以内とする。 

5 第 3 項の市内の医療機関において医師として業務に従事した期間が、同項各号に定める

期間に満たない場合は、従事した月数で按分した額を免除する。 

6 臨床研修を市内の医療機関において受けた場合は、当該期間を第 3項各号に定める期間

に含める。 

(届出) 

第 14 条 奨学生又は奨学生であった者は、次に掲げる場合には連帯保証人及び保証人連署

のうえ直ちにその旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 休学、復学、転学又は退学したとき。休学(復学、転学、退学)届(様式第 8号) 

(2) 本人又は連帯保証人若しくは保証人の身分、住所その他重要な事項に異動があった

とき。異動届(様式第 9号) 

2 連帯保証人又は保証人が死亡し、若しくはその他の事由により資格を失い、又は市長が

不適当と認めてその変更を命じたときは、直ちに別の連帯保証人又は保証人を定めて保

証人変更届(様式第 10 号)を市長に提出しなければならない。 

(資料の提出) 

第 15 条 奨学生は、毎学年度末に在学証明書及び学業成績証明書を市長に提出しなければ

ならない。 

(奨学生台帳) 

第 16 条 資金の貸付状況及び償還状況を明らかにするため、奨学生台帳を作成し、備える

ものとする。 

(委任) 

第 17 条 資金の管理に関する事項は、教育委員会へ委任するものとする。 

(補則) 

第 18 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 21年規則第 20 号) 

この規則は、平成 21 年 7月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23年規則第 14 号) 

この規則は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28年規則第 18 号) 

この規則は、平成 28 年 4月 1 日から施行する。 



附 則(令和 3年規則第 12 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和 4年規則第  号) 

この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 
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（別表）岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例施行規則 新旧対照表 

改正前 改正後 

○岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例施行規則 

平成 13 年 12 月 21 日 

規則第 51 号 

 

第 1 条～第 11 条 略 

 

(償還猶予) 

第 12 条 条例第 13 条の規定により、資金の償還猶予を希望する者は、償還猶

予願(様式第 6 号)を市長に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

(償還免除) 

第 13 条 条例第 14 条の規定により、資金の償還免除を受けようとする者は、

償還免除願(様式第 7 号)を市長に提出しなければならない。 

2 条例第 14 条第 2 号の規定による償還免除額は、償還額の 25％とし、居住

期間の計算は、居住した日の属する月から転出した日の属する月までの月数

とする。 

3 条例第 14 条第 3 号の規定による償還免除額は、貸付金額の全額とする。こ

○岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例施行規則 

平成 13 年 12 月 21 日 

規則第 51 号 

 

第 1 条～第 11 条 略 

 

(償還猶予) 

第 12 条 市長は、資金の貸付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、相当の期間その償還を猶予することができる。 

 (1) 大学(医師を養成する課程に限る。)を卒業し、10 年以内に市内の医療機

関において医師として業務に従事する意思がある者であって、卒業後 10 年

を経過していないとき。 

 (2) 次条第 3 項各号に定める期間、市内の医療機関において医師として業務

に従事しているとき。 

2 前項の規定により、資金の償還猶予を希望する者は、償還猶予願(様式第 6

号)を市長に提出しなければならない。 

(償還免除) 

第 13 条 条例第 14 条の規定により、資金の償還免除を受けようとする者は、

償還免除願(様式第 7 号)を市長に提出しなければならない。 

2 条例第 14 条第 2 号の規定による償還免除額は、償還額の 25％とし、居住

期間の計算は、居住した日の属する月から転出した日の属する月までの月数

とする。 

3 条例第 14 条第 3 号の規定による償還免除額は、資金の貸付を受けた者が市
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の場合において、市内の医療機関において医師として業務に従事する期間

は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定めるところによる。 

 

(1) 入学準備金及び奨学金の貸付を受けた者が、臨床研修を受けた後、直ち

に医師として業務に従事したとき 6 年 6 月以上 

 

(2) 奨学金の貸付を受けた者が、臨床研修を受けた後、直ちに医師として業

務に従事したとき 6 年以上 

 

 

 

 

 

 

 

(届出) 

第 14 条 奨学生又は奨学生であった者は、次に掲げる場合には連帯保証人及

び保証人連署のうえ直ちにその旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 休学、復学、転学又は退学したとき。休学(復学、転学、退学)届(様式第

8 号) 

(2) 本人又は連帯保証人若しくは保証人の身分、住所その他重要な事項に異

動があったとき。異動届(様式第 9 号) 

2 連帯保証人又は保証人が死亡し、若しくはその他の事由により資格を失い、

又は市長が不適当と認めてその変更を命じたときは、直ちに別の連帯保証人

又は保証人を定めて保証人変更届(様式第 10 号)を市長に提出しなければな

内の医療機関において医師として業務に従事する期間の開始日時点の貸付

残額とする。この場合において、従事する期間は、次の各号に掲げる区分に

応じて、当該各号に定めるところによる。 

(1) 入学準備金及び奨学金の貸付を受けた者が、医師法(昭和 23 年法律第

201 号)第 16 条の 2 第 1 項に規定する臨床研修を受けた後、直ちに医師と

して業務に従事したとき 6 年 6 月以上 貸付期間に 6 月を加えた期間 

(2) 奨学金の貸付を受けた者が、臨床研修を受けた後、直ちに医師として業

務に従事したとき 6 年以上 貸付期間と同一期間 

4 前項に定める市内の医療機関において医師として業務に従事する期間の開

始日は、大学(医師を養成する課程に限る。)卒業後 10 年以内とする。 

5 第 3 項の市内の医療機関において医師として業務に従事した期間が、同項

各号に定める期間に満たない場合は、従事した月数で按分した額を免除す

る。 

6 臨床研修を市内の医療機関において受けた場合は、当該期間を第 3 項各号

に定める期間に含める。 

 (届出) 

第 14 条 奨学生又は奨学生であった者は、次に掲げる場合には連帯保証人及

び保証人連署のうえ直ちにその旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 休学、復学、転学又は退学したとき。休学(復学、転学、退学)届(様式第

8 号) 

(2) 本人又は連帯保証人若しくは保証人の身分、住所その他重要な事項に異

動があったとき。異動届(様式第 9 号) 

2 連帯保証人又は保証人が死亡し、若しくはその他の事由により資格を失い、

又は市長が不適当と認めてその変更を命じたときは、直ちに別の連帯保証人

又は保証人を定めて保証人変更届(様式第 10 号)を市長に提出しなければな
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らない。 

(資料の提出) 

第 15 条 奨学生は、毎学年度末に在学証明書及び学業成績証明書を市長に提

出しなければならない。 

(奨学生台帳) 

第 16 条 資金の貸付状況及び償還状況を明らかにするため、奨学生台帳を作

成し、備えるものとする。 

(委任) 

第 17 条 資金の管理に関する事項は、教育委員会へ委任するものとする。 

(補則) 

第 18 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 21 年規則第 20 号) 

この規則は、平成 21 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年規則第 14 号) 

この規則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年規則第 18 号) 

この規則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3 年規則第 12 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

らない。 

(資料の提出) 

第 15 条 奨学生は、毎学年度末に在学証明書及び学業成績証明書を市長に提

出しなければならない。 

(奨学生台帳) 

第 16 条 資金の貸付状況及び償還状況を明らかにするため、奨学生台帳を作

成し、備えるものとする。 

(委任) 

第 17 条 資金の管理に関する事項は、教育委員会へ委任するものとする。 

(補則) 

第 18 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 21 年規則第 20 号) 

この規則は、平成 21 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年規則第 14 号) 

この規則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年規則第 18 号) 

この規則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3 年規則第 12 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和 4 年規則第 号) 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 


